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規

則

■群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
七
十
二
号

群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
（
平
成
十
六
年
群
馬
県
規
則
第
七
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
九
条
第
一
項
中
「
は
、
別
表
の
と
お
り
と
す
る
」
を
「
並
び
に
履
修
に
関
す
る
事
項
は
、

別
に
定
め
る
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
を
削
る
。

別
表
を
削
る
。

附

則

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
規
則
の
施
行
の
日
の
前
日
に
群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
に
在
学
す
る
者
に
つ
い
て
は
、

群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
平
成
二
十
二
年
群
馬
県
規
則
第

五
十
八
号
）
附
則
第
二
項
、
群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
平

成
二
十
四
年
群
馬
県
規
則
第
十
七
号
）
附
則
第
二
項
及
び
群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
の

一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
平
成
二
十
五
年
群
馬
県
規
則
第
二
十
七
号
）
附
則
第
二
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
こ
れ
ら
の
規
則
に

よ
る
改
正
前
の
別
表
の
規
定
を
適
用
せ
ず
、
群
馬
県
立
県
民
健
康
科
学
大
学
学
則
に
基
づ
く
規
程

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

群
馬
県
立
森
林
公
園
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ

こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
七
十
三
号

群
馬
県
立
森
林
公
園
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
立
森
林
公
園
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
十
年
群
馬
県
規
則
第
二

十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
項
中
「
第
三
条
第
一
項
又
は
第
四
条
第
一
項
」
を
「
第
三
条
第
一
項
前
段
又
は
第
四

条
た
だ
し
書
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
三
条
第
一
項
」
を
「
第
三
条
第
一
項
後
段
」
に
改
め

る
。第

三
条
中
「
条
例
第
三
条
第
一
項
第
四
号
に
定
め
る
」
を
「
同
項
第
四
号
に
規
定
す
る
」
に
、

「
こ
と
」
を
「
も
の
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
見
出
し
を
「
（
野
営
又
は
た
き
火
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
所
）
」
に
改
め
、
同
条
中

「
場
所
と
は
」
を
「
場
所
は
」
に
改
め
、
「
及
び

世
紀
の
森
」
を
削
る
。

21

第
六
条
の
見
出
し
中
「
使
用
承
認
」
を
「
利
用
の
承
認
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
第
七
条
第

二
項
」
を
「
第
七
条
第
二
項
前
段
」
に
、
「
使
用
し
よ
う
」
を
「
利
用
し
よ
う
」
に
、
「
森
林
公
園

有
料
公
園
施
設
使
用
承
認
申
請
書
」
を
「
森
林
公
園
有
料
公
園
施
設
利
用
承
認
申
請
書
」
に
改
め
、

同
条
第
二
項
中
「
第
七
条
第
二
項
」
を
「
第
七
条
第
二
項
後
段
」
に
、
「
森
林
公
園
有
料
公
園
施
設

使
用
承
認
変
更
申
請
書
」
を
「
森
林
公
園
有
料
公
園
施
設
利
用
承
認
変
更
申
請
書
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
利
用
料
金
の
減
免
）

第
七
条
の
二

条
例
第
十
五
条
の
四
の
規
定
に
よ
り
、
利
用
料
金
の
全
部
又
は
一
部
の
免
除
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
森
林
公
園
有
料
公
園
施
設
利
用
料
金
減
免
申
請
書
（
別
記
様
式
第
八
号
）
を

指
定
管
理
者
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
使
用
」
を
「
利
用
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
知
事
は
、
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
」
を
「
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
指
定
管
理
者
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
知
事
の
承
認
を
得
て
、
」
に
、
「
使
用
」

を
「
利
用
」
に
改
め
る
。

第
十
条
中
「
使
用
後
」
を
「
利
用
後
」
に
改
め
る
。

第
十
一
条
の
見
出
し
中
「
損
傷
」
を
「
損
傷
等
」
に
改
め
、
同
条
中
「
そ
の
施
設
又
は
設
備
を
損

傷
し
た
」
を
「
そ
の
利
用
中
に
施
設
又
は
設
備
が
損
傷
し
、
汚
損
し
、
又
は
滅
失
し
た
」
に
、
「
知

事
」
を
「
指
定
管
理
者
」
に
、
「
そ
の
指
示
」
を
「
、
そ
の
指
示
」
に
改
め
る
。

第
十
二
条
中
「
条
例
及
び
こ
の
規
則
に
基
づ
い
て
」
を
「
こ
の
規
則
の
規
定
に
よ
り
」
に
改
め
、

同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
指
定
管
理
者
へ
の
委
任
）

第
十
三
条

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
公
園
の
管
理
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
指
定
管
理

者
が
知
事
の
承
認
を
得
て
定
め
る
。

別
表
赤
城
ふ
れ
あ
い
の
森
の
項
中
「
八
月
」
を
「
九
月
」
に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
一
号
及
び
別
記
様
式
第
二
号
中
「群

馬
県

知
事

様

」
を
「群

馬
県

知
事

あ
て

」

に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
三
号
中
「群

馬
県

知
事

様

」
を
「群

馬
県

知
事

あ
て

」
に
、

「

年
月

日

（

曜
日

）

時
分

か
ら

泊

を

年
月

日

（

曜
日

）

時
分

ま
で

」

「

年
月

日

（

曜
日

）

時
分

か
ら

に
改
め
る
。

年
月

日

（

曜
日

）

時
分

ま
で

」

別
記
様
式
第
四
号
中
「森

林
公

園
有

料
公

園
施

設
使

用
承

認
申

請
書

」
を
「森

林
公

園
有

料
公

園
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施
設

利
用

承
認

申
請

書

」
に
、
「指

定
管

理
者

様

」
を
「指

定
管

理
者

あ
て

」
に
、
「使

用
し

た
い

」
を
「利

用
し

た
い

」
に
、
「使

用
予

定
人

員

」
を
「利

用
予

定
人

員

」
に
、
「使

用
施

設

名

」
を
「利

用
施

設
名

」
に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
五
号
中
「森

林
公

園
有

料
公

園
施

設
使

用
承

認
変

更
申

請
書

」
を
「森

林
公

園
有

料

公
園

施
設

利
用

承
認

変
更

申
請

書

」
に
、
「指

定
管

理
者

様

」
を
「指

定
管

理
者

あ
て

」
に
、

「使
用

の
」
を
「利

用
の

」
に
、
「使

用
承

認
年

月
日

」
を
「利

用
承

認
年

月
日

」
に
、
「使

用
予

定
日

」
を
「利

用
予

定
日

」
に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
七
号
中
「群

馬
県

知
事

様

」
を
「群

馬
県

知
事

あ
て

」
に
、
「減

免
区

分

」
を

「免
除

の
別

」
に
、
「免

除
・

減
額

」
を
「全

額
免

除
・

一
部

免
除

」
に
、
「使

用
予

定
年

月
日

」

を
「利

用
予

定
年

月
日

」
に
、
「使

用
目

的

」
を
「利

用
目

的

」
に
改
め
、
同
様
式
の
次
に
次
の
一

様
式
を
加
え
る
。
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別記様式第８号（規格Ａ４）（第７条の２関係）

森林公園有料公園施設利用料金減免申請書

年 月 日

指定管理者 あて

郵便番号

住 所

フリガナ

氏 名

生年月日・性別 ・

電話番号

法人又は団体にあっては、その所在地、名称

並びに代表者の住所、氏名、氏名のフリガナ、

生年月日及び性別

有料公園施設の利用料金を次のとおり減免してください。

免 除 の 別 全額免除・一部免除

免 除 の 額

有 料 公 園 施 設 の 名 称

利 用 予 定 年 月 日 年 月 日

利 用 目 的

理 由

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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附

則

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
改
正
前
の
群
馬
県
森
林
公
園
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施

行
規
則
の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
て
い
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
適
宜
補
正
し
て
使
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

群
馬
県
肥
料
取
締
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
七
十
四
号

群
馬
県
肥
料
取
締
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
肥
料
取
締
法
施
行
細
則
（
昭
和
二
十
五
年
群
馬
県
規
則
第
六
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
中
「
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
九
百
十
八
号
）
」
を
「
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
百
九
十

八
号
）
」
に
改
め
る
。

第
四
条
中
「
法
第
二
十
三
条
」
を
「
第
二
十
三
条
」
に
改
め
る
。

別
表
チ
オ
硫
酸
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
が
原
料
と
し
て
使
用
さ
れ
た
液
状
窒
素
肥
料
の
項
中
「
液
状
窒
素

肥
料
」
の
下
に
「
又
は
液
状
複
合
肥
料
」
を
加
え
、
同
表
動
物
由
来
た
ん
白
質
（
飼
料
及
び
飼
料
添

加
物
の
成
分
規
格
等
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
五
十
一
年
農
林
省
令
第
三
十
五
号
）
別
表
第
一
の
一
の

（
一
）
の
ケ
、
コ
又
は
サ
に
定
め
る
ほ
乳
動
物
由
来
た
ん
白
質
、
家
き
ん
由
来
た
ん
白
質
又
は
魚
介

類
由
来
た
ん
白
質
を
い
う
。
）
が
原
料
と
し
て
使
用
さ
れ
た
普
通
肥
料
の
項
中
「
別
表
第
一
の
一
の

（
一
）
の
ケ
、
コ
又
は
サ
」
を
「
別
表
第
一
の
二
の
（
一
）
の
ア
、
イ
又
は
ウ
」
に
改
め
、
「
普
通

肥
料
」
の
下
に
「
（
次
項
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
表
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

牛
由
来
の
原
料
を
原
料
と
し

て
生
産
さ
れ
た
肉
骨
粉
又
は
当

こ
の
肥
料
に
は
、
牛
由
来
た
ん
白
質
が
入
っ
て
い

該
肉
骨
粉
を
原
料
と
し
て
生
産

ま
す
か
ら
、
家
畜
等
の
口
に
入
ら
な
い
と
こ
ろ
で
保

さ
れ
た
普
通
肥
料

管
・
使
用
し
、
家
畜
等
に
与
え
た
り
、
牧
草
地
等
に

施
用
し
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
六
年
一
月
四
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
三
条
及
び
第
四
条
の
改

正
規
定
、
別
表
チ
オ
硫
酸
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
が
原
料
と
し
て
使
用
さ
れ
た
液
状
窒
素
肥
料
の
項
の
改
正

規
定
並
び
に
同
表
動
物
由
来
た
ん
白
質
（
飼
料
及
び
飼
料
添
加
物
の
成
分
規
格
等
に
関
す
る
省
令

（
昭
和
五
十
一
年
農
林
省
令
第
三
十
五
号
）
別
表
第
一
の
一
の
（
一
）
の
ケ
、
コ
又
は
サ
に
定
め
る

ほ
乳
動
物
由
来
た
ん
白
質
、
家
き
ん
由
来
た
ん
白
質
又
は
魚
介
類
由
来
た
ん
白
質
を
い
う
。
）
が
原

料
と
し
て
使
用
さ
れ
た
普
通
肥
料
の
項
の
改
正
規
定
（
「
別
表
第
一
の
一
の
（
一
）
の
ケ
、
コ
又
は

サ
」
を
「
別
表
第
一
の
二
の
（
一
）
の
ア
、
イ
又
は
ウ
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
公
布
の

日
か
ら
施
行
す
る
。

群
馬
県
県
営
住
宅
管
理
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

群
馬
県
知
事

大

澤

正

明

群
馬
県
規
則
第
七
十
五
号

群
馬
県
県
営
住
宅
管
理
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

群
馬
県
県
営
住
宅
管
理
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
群
馬
県
規
則
第
五
十
四
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
の
二
第
二
項
第
八
号
中
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
に
関
す
る
法

律
」
を
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
、
「
。
以

下
「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
」
と
い
う
。
」
を
削
り
、
「
被
害
者
で
」
を
「
被
害
者
又
は
同
法
第
二

十
八
条
の
二
に
規
定
す
る
関
係
に
あ
る
相
手
か
ら
の
暴
力
を
受
け
た
者
で
」
に
改
め
、
同
号
イ
中

「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
第
三
条
第
三
項
第
三
号
」
を
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者

の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
三
項
第
三
号
（
同
法
第
二
十
八
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
」
に
、
「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
第
五
条
」
を
「
同
法
第
五
条
（
同
法

第
二
十
八
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
」
に
改
め
、
同
号
ロ
中
「
配

偶
者
暴
力
防
止
等
法
第
十
条
第
一
項
」
を
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に

関
す
る
法
律
第
十
条
第
一
項
（
同
法
第
二
十
八
条
の
二
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同

じ
。
）
」
に
改
め
る
。

第
八
条
第
五
号
中
「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
第
一
条
第
二
項
」
を
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止

及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
第
一
条
第
二
項
」
に
改
め
、
「
被
害
者
」
の
下
に
「
又
は
同

法
第
二
十
八
条
の
二
に
規
定
す
る
関
係
に
あ
る
相
手
か
ら
の
暴
力
を
受
け
た
者
」
を
加
え
、
同
号
イ

中
「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
第
三
条
第
三
項
第
三
号
」
を
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害

者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
三
項
第
三
号
」
に
、
「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
第
五
条
」
を

「
同
法
第
五
条
」
に
改
め
、
同
号
ロ
中
「
配
偶
者
暴
力
防
止
等
法
」
を
「
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防

止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
第
一
項
中
「
第
二
十
五
条
第
二
項
」
を
「
条
例
第
二
十
五
条
第
二
項
」
に
、
「
減
免

又
は
」
を
「
減
免
若
し
く
は
」
に
改
め
る
。

第
三
十
二
条
第
四
項
中
「
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
」
を
削
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
六
年
一
月
三
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
三
十
一
条
第
一
項
及
び

第
三
十
二
条
第
四
項
の
改
正
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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告 示■

◎群馬県告示第４７９号

個人の県民税に係る控除対象寄附金等の指定の告示（平成２０年群馬県告示第４７９号）の一部を次のように改

正する。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１の項の表条例第３７条の３第１項第７号に掲げる寄附金の部前橋市の項中「財団法人尾瀬保護財団（平成７年

８月３日に財団法人尾瀬保護財団という名称で設立された法人をいう。）」を「公益財団法人尾瀬保護財団」に、

「財団法人群馬県暴力追放県民会議（平成２年９月２５日に財団法人群馬県暴力追放県民会議という名称で設立さ

れた法人をいう。）」を「公益財団法人群馬県暴力追放運動推進センター」に、「財団法人佐藤交通遺児福祉基金

（昭和４６年１１月１日に財団法人佐藤交通遺児福祉基金という名称で設立された法人をいう。）」を「公益財団

法人佐藤交通遺児福祉基金」に、「社団法人群馬県緑化推進委員会（昭和５９年１１月８日に社団法人群馬県緑化

推進委員会という名称で設立された法人をいう。）」を「公益社団法人群馬県緑化推進委員会」に改め、同部高崎

市の項中「財団法人群馬交響楽団（昭和２４年１０月１５日に財団法人群馬フィルハーモニーオーケストラという

名称で設立された法人をいう。）」を「公益財団法人群馬交響楽団」に改め、同部伊勢崎市の項中「財団法人脳血

管研究所（昭和３８年１０月８日に財団法人脳血管研究所という名称で設立された法人をいう。）」を「公益財団

法人脳血管研究所」に改め、同部吾妻郡草津町の項中「財団法人関信越音楽協会（昭和５２年４月１４日に財団法

人関信越音楽協会という名称で設立された法人をいう。）」を「公益財団法人関信越音楽協会」に改め、同部吾妻

郡草津町の項の次に次のように加える。

東京都港区 公益社団法人日本グライダークラブに対する
寄附金

１の項の表条例第３７条の３第１項第７号に掲げる寄附金の部東京都品川区の項中「財団法人アルカンシェール

美術財団（昭和５２年１２月１４日に財団法人アルカンシェール美術財団という名称で設立された法人をい

う。）」を「公益財団法人アルカンシエール美術財団」に改める。

◎群馬県告示第４８０号

県税の収納事務の委託の告示（平成２５年群馬県告示第２０９号）の一部を次のように改正する。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

「
東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号

表中 を
株式会社デイリーヤマザキ

」

「
東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号

に改める。
山崎製パン株式会社

」

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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◎群馬県告示第４８１号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県中部県民局前橋土木事務

所において一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の
路線名 区 間

変更の 敷地の幅員 延 長
種 類 前後別 メートル メートル

県道 前橋安中富岡 前橋市大友町二丁目２５番の１１地先 前 ２０．１～３７．０ １３７．２
線 から同市大友町三丁目２４番の８地先

まで 後 ２１．６～４３．８ １３７．２

公 告■

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 県立自然史博物館附帯ホール

(2) 所在地 富岡市上黒岩１６７４番地１

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 富岡市

(2) 主たる事務所の所在地 富岡市富岡１４６０番地１

(3) 代表者の氏名 富岡市長 岡野光利

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県総合スポーツセンター

(2) 所在地 前橋市関根町８００番地

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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(1) 名称 公益財団法人群馬県スポーツ協会

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市関根町８００番地

(3) 代表者の氏名 理事長 野本彰一

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県総合スポーツセンター伊香保リンク

(2) 所在地 渋川市伊香保町伊香保５８７番地１

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 渋川市

(2) 主たる事務所の所在地 渋川市石原８０番地

(3) 代表者の氏名 渋川市長 阿久津貞司

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県ライフル射撃場

(2) 所在地 北群馬郡榛東村大字上野原字吾妻山２番地１７

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 群馬県ライフル射撃協会

(2) 主たる事務所の所在地 高崎市倉渕町三ノ倉４９７番地

(3) 代表者の氏名 会長 藤多玲象

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県クレー射撃場

(2) 所在地 安中市中宿２００３番地ほか

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 一般社団法人群馬県猟友会

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市大渡町一丁目１０番７号

(3) 代表者の氏名 会長 石関吉幸

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県野鳥の森施設

(2) 所在地 安中市松井田町横川地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 安中市

(2) 主たる事務所の所在地 安中市安中一丁目２３番１３号

(3) 代表者の氏名 安中市長 岡田義弘

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 伊香保森林公園

(2) 所在地 渋川市伊香保町伊香保地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 渋川市

(2) 主たる事務所の所在地 渋川市石原８０番地

(3) 代表者の氏名 渋川市長 阿久津貞司

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 赤城森林公園及び赤城ふれあいの森

(2) 所在地 前橋市柏倉町地内及び前橋市富士見町赤城山地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 群馬県森林組合連合会

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市上大島町１８２番地２０

(3) 代表者の氏名 代表理事会長 星野已喜雄

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 さくらの里

(2) 所在地 甘楽郡下仁田町大字上小坂地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 一般財団法人群馬県森林・緑整備基金

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市大友町一丁目１８番７号

(3) 代表者の氏名 代表理事 山口栄一

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 桜山森林公園

(2) 所在地 藤岡市三波川地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 藤岡市

(2) 主たる事務所の所在地 藤岡市中栗須３２７番地

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号
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(3) 代表者の氏名 藤岡市長 新井利明

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 みかぼ森林公園

(2) 所在地 藤岡市上日野地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名及び構成員の氏名

(1) 名称 みかぼパークマネジメントＪＶ

(2) 主たる事務所の所在地 藤岡市本郷８２０番地９

(3) 代表者の氏名 グリーンクラフトマン株式会社 代表取締役 八木公治

(4) 構成員の氏名 株式会社オリエンタル群馬 代表取締役 中埜智親

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 ２１世紀の森

(2) 所在地 沼田市上発知町地内及び利根郡川場村大字門前地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 利根沼田森林組合

(2) 主たる事務所の所在地 利根郡川場村大字谷地２０５４番地４

(3) 代表者の氏名 代表理事組合長 星野已喜雄

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第６８条第４項において準用する同法第１８条第１６項の規定により、

次のとおり清算法人横野土地改良区清算人の就任の届出があった。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明
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清算人
土地改良区名 監 事 区 分 役 員 氏 名 住 所

の 別

横野 清算人 新 任 大塚孝 渋川市赤城町見立８８１番地

同 同 桑原元男 同 同 ６３番地

同 同 永井章司 同 同 ２３６番地

同 同 南雲建一 同 同 ３８０番地２

同 同 望月操 同 同 ８２３番地

同 同 永井立身 同 同 ２４１番地

同 同 永井茂 同 同 ８８６番地

同 同 永井克男 同 赤城町三原田５０５番地

同 同 齊藤泰久 同 同 ３６５番地

同 同 狩野孝夫 同 赤城町上三原田３１番地１

同 同 金子裕 同 同 ９０番地

同 同 永井宏 同 赤城町滝沢１１１番地

同 同 木暮紀録 同 同 ２２４番地

同 同 木暮作治 同 同 ４００番地

同 同 石田幸彦 同 赤城町樽２１番地１

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県勤労福祉センター

(2) 所在地 前橋市野中町３６１番地２

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 公益財団法人群馬県勤労福祉センター

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市野中町３６１番地２

(3) 代表者の氏名 理事長 石田弘義

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで
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群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 宝台樹キャンプ場及び宝台樹スキー場

(2) 所在地 利根郡みなかみ町大字藤原地内

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 武尊山観光開発株式会社

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市荒牧町二丁目３８番地９

(3) 代表者の氏名 代表取締役社長 遠藤一誠

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 武尊牧場スキー場

(2) 所在地 利根郡片品村大字花咲２７９７番地２

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 武尊山観光開発株式会社

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市荒牧町二丁目３８番地９

(3) 代表者の氏名 代表取締役社長 遠藤一誠

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第６５条第２項の規定により、次のとおり宅地建物取引業者の

業務の全部の停止を命じた。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 被処分者

(1) 商号又は名称 村上産業有限会社

(2) 代表者氏名 出浦猛

(3) 主たる事務所 高崎市乗附町１５９８番地３

(4) 免許証番号 群馬県知事（７）第３６７３号

２ 処分年月日 平成２５年１２月１８日

３ 業務停止期間 平成２５年１２月１９日から平成２６年１月１７日までの３０日間
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宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第６６条第１項の規定により、次のとおり宅地建物取引業者の

免許を取り消した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 被処分者

(1) 商号又は名称 有限会社丸博住宅産業

(2) 代表者氏名 太田博

(3) 主たる事務所 富岡市南蛇井５番地

(4) 免許証番号 群馬県知事（６）第５０４７号

２ 処分年月日 平成２５年１２月１７日

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬ヘリポート

(2) 所在地 前橋市下阿内町３７７番地２

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名及び構成員の氏名

(1) 名称 日本空港コンサルタンツ・大成有楽不動産連合体

(2) 主たる事務所の所在地 東京都文京区本郷五丁目３３番１０号

(3) 代表者の氏名 株式会社日本空港コンサルタンツ 代表取締役社長 松前真二

(4) 構成員の氏名 大成有楽不動産株式会社 代表取締役社長 林隆

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

前橋都市計画第一種市街地再開発事業の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 前橋都市計画第一種市街地再開発事業 千代田町二丁目８番商店街地区第一種市街

地再開発事業

２ 都市計画の変更年月日 平成２５年１２月９日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び前橋市都市計画部都市計画課
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都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

前橋都市計画高度利用地区の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第

２０条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 前橋都市計画高度利用地区 千代田町８番街

２ 都市計画の変更年月日 平成２５年１２月９日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び前橋市都市計画部都市計画課

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第２項の規定により検査済証を交付したので、次の開発行為

に関する工事が完了した旨を公告する。

平成２５年１２月２７日

群馬県知事 大 澤 正 明

番号 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名

１ 渋川市中村字中島５９９－１、５９９－２、６０１ 高崎市島野町２１２－１

－１、６０１－２、６０１－３、６０２－１、６０ ＮＥＸＵＳエステート株式会社 代表取締役

２－２、５９９－２先水路、６０１－１先水路、６ 阿施浩行

０２－１先水路

２ 邑楽郡板倉町大字岩田字北浦１０２７－１、１０２ 埼玉県羽生市大字羽生１２３３番地１ セレー

７－４ ノ２０１

井田尚志、井田葉子

３ 邑楽郡板倉町大字除川字北原１６４１－１ 邑楽郡板倉町大字除川１６４２番地

小林誠

４ 安中市鷺宮字三本木２５７３－１、２５７３－１ 安中市安中一丁目２３番１３号

１、２５９８－２の一部、２６０５－２の一部、字 安中市土地開発公社 理事長 岡田義弘

平塚２８１４－１、２８１４－７、中野谷字落合原

３５３１の一部

（第１工区：安中市鷺宮字三本木２５７３－１１、

２５９８－２の一部、２６０５－２の一部、字平塚

２８１４－７、中野谷字落合原３５３１の一部）

５ 邑楽郡邑楽町大字篠塚字馬場２６４９－３、２６４ 館林市松沼町４番１号 松沼町第１住宅－３０

９－４ １

黒澤潤



16

平成２５年１２月２７日（金） 群 馬 県 報 第９１６０号

教育委員会公告■

群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年群馬県条例第５０号）第６条の規定

により、指定管理者を次のとおり指定した。

平成２５年１２月２７日

群馬県教育委員会教育長 吉 野 勉

１ 公の施設の名称及び所在地

(1) 名称 群馬県青少年会館

(2) 所在地 前橋市荒牧町２番地１２

２ 指定管理者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名

(1) 名称 公益財団法人群馬県青少年育成事業団

(2) 主たる事務所の所在地 前橋市荒牧町２番地１２

(3) 代表者の氏名 理事長 大西康之

３ 指定の期間 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

入札公告■

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

平成２５年１２月２７日

群馬県教育委員会教育長 吉 野 勉

１ 調達内容

(1) 購入等件名及び数量 群馬県立学校で使用する電気 年間予定使用電力量 １９，３１６，５００ｋＷｈ

(2) 調達案件の仕様等 入札説明書及び群馬県立学校電気需給仕様書による。

(3) 履行期間 平成２６年４月１日（火）から平成２７年３月３１日（火）まで

(4) 履行場所 群馬県立学校全７９校８５施設

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額の１００

分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格 次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生手

続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない者であること。ただし、手続開

始の決定後に、入札に参加する資格に支障がないと認められる者は、この限りでない。

(3) 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条の２第３項の規定によ

り作成された平成２４・２５年度物件等購入契約資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載されてい

る者であること。
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なお、この公告の日現在で資格者名簿に登載されていない者は、規則第１９０条の２の規定により、平成２

６年１月１０日（金）までに群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同月２４日（金）まで

に資格者名簿に登載が確認できたものであること。

(4) 本件入札公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受けて

いない者であること。

(5) 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定による一般電気事業者としての許可を得てい

る者又は同法第１６条の２第１項の規定による特定規模電気事業者の届出を行っている者であること。

(6) 履行開始日から送電をすることが可能である者であること。

(7) 平成２３年度における全電源の二酸化炭素排出係数の実績が０．４６３ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ以下であるこ

と。

３ 入札書の提出場所等

(1) 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先 〒３７１－８５７０ 群馬県前橋市大手町

一丁目１番１号 群馬県教育委員会事務局管理課県立学校財務係（担当 藤重） 電話０２７－２２６－４５

４７（ダイヤルイン）

(2) 入札説明書の交付方法 原則として、ぐんま電子入札共同システム（https://portal.g-cals.e-gunma.lg.j

p/）による。なお、ぐんま電子入札共同システムによる取得が困難な場合等にあっては、事前連絡の上、上記

(1)の場所で交付を受けること。

(3) 入札説明書の交付期間 平成２５年１２月２７日（金）から平成２６年１月２４日（金）までの毎日。ただ

し、上記(1)の場所で交付を受ける場合は、群馬県の休日を定める条例（平成元年群馬県条例第１６号）第１

条に規定する休日を除き、時間は、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間とする。なお、

入札説明書は、無料配布とする。

(4) 競争参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書を平成２６

年１月２４日（金）までに、上記(1)の場所に提出し、競争参加資格の確認を受けなければならない。

なお、提出された申請書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。

(5) 入札及び開札の日時及び場所 平成２６年２月７日（金）午後２時 群馬県庁２２階２２１会議室（郵送に

よる場合は、書留郵便とし、同月６日（木）午後４時までに上記(1)の場所に群馬県教育委員会事務局管理課

長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「群馬県立学校で使用する電気入札書在中」と朱書きす

ること。）

４ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除

(3) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(4) 契約書の作成の要否 要

(5) 落札者の決定方法 規則第１６９条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った入札者を落札者とする。

(6) 契約の確定 この公告に係る契約は、平成２６年度歳入歳出予算が群馬県議会で可決された場合において、

議会の議決後に確定させる。

(7) その他 詳細は、入札説明書による。
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５ Summary

(1) Official in charge of disbursement to the procuring entity: Tsutomu Yoshino, Superintendent of

Education, Gunma Prefectual Government

(2) Nature and quantity of the services to be required: Electricity for use at Gunma Prefectural

Government Schools / Amount of electric power scheduled for annual use: 19,316,500 kWh/year

(3) Period of Use: From April 1, 2014 to March 31, 2015

(4) Place of Use: Gunma Prefectural Government Schools

(5) Deadline for submission of application forms and attached documents regarding bidding

qualifications: January 24, 2014 at 5:00 p.m.

(6) Deadline for bids: February 7, 2014 at 2:00 p.m.（Bids submitted by mail must be submitted by

registered mail and must be received no later than February 6, 2014 at 4:00 p.m.）

(7) For further details, please contact: Budget and Facilities, Prefectural Board of Education,

Gunma Prefectural Government, 1-1-1 Ote-machi, Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan,

TEL 027-226-4547(Japanese only)

毎週火､金曜日発行

発 行 群 馬 県
群馬県前橋市大手町一丁目１番１号
電話 027-223-1111


